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　「憲法第31条と適正手続」に関する下級審の裁判所
の見解の動向について，（1）公有水面埋立免許取消請求
事件，②教科書検定不合格処分取消請求事件（家永教
科書検定第一次訴訟），（3）東京教育大学事件第一審判
決，（4）出入国管理令による身体拘束損害賠償請求事
件，（5）伊達火力発電所関係埋立免許等取消請求事件第
一審判決等を中心に検討を加えた。
　憲法第31条が行政手続に適用されるか否かについて
の裁判所の見解の特徴を集約すると，（1）憲法第31条が
直接適用されるとする説，（2）身体の自由などに刑罰類
似の重大な侵害を及ぼす手続には適用されるとする
説，（3）行政の種類によって適用するか否かが決定され
るとする説などに分類することができる。
　下級審においては，憲法第31条を行政手続に適用す
ることを全く否定する見解は少なかったといえよう。
最高裁は，平成4年成田新法事件判決において，憲法
第31条の定める適正手続の保障は，直接的には刑事手
続に関するものであるが，行政手続についても適用さ
れるとした（最高平成4．7．1判・昭和61年（行ッ）第11
号）。
　裁判所の見解では，憲法第31条の行政手続への適用
については，身体の自由などに刑罰類似の重大な侵害
がなされるような行政手続について適用するとする説
が支配的である。
　行政処分手続の中核をなすものが聴聞である。行政
庁の行政処分において聴聞が要求される理由は，当事
者が聴聞において弁明する機会を与えることにより，
その権利・利益を最大限に保障しようとするところに
ある。
　1993年（平成5年）11月12日に行政手続法が制定さ
れた（法律88号）。同法は，原則として「不利益処分」
についてのみ聴聞の要件を課している。しかし，裁判
所に提起される行政手続に関する事件は不利益処分に
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関する事件のみではない。申請に係る許認可処分手続
に聴聞などの適正手続の法理が適用されるか否かが争
われてきたのである。裁判所がこの点についてどのよ
うな態度をとるかが，今後の問題である。すなわち，
裁判所が行政処分について適正手続の立場から介入す
るには，（1）行政庁が行った事案の告知が適正手続に合
致した方法によってなされたか否か，（2）行政庁は聴聞
において当事者に意見を十分に陳述させ，証拠の提出
の権利を保障する方法を採ったか否か，（3）聴聞を非公
開にする場合にどのような基準に従って行ったか，（4）
聴聞に参加する参加人の権利をどの程度保障したか，
などの点が問題となる。
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